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はじめに 
 

運輸総合研究所の「地域観光産業の基盤強化・事業革新検討委員会」では、全国各地域の重

要な産業である地域の観光産業を、高生産性で高所得産業とするための基盤強化・事業革新の

方策について、２０２３年７月に提言をとりまとめました。この提言では、観光産業は労働集約型産

業であるため、担い手である人手や、経営・管理等を適切に行う人材の確保が長期的そして持続

的な成長には必須であるが、賃金水準も低い状況で一貫して人手不足の状況である、としていま

す。そして、この問題に対応するためには、地域観光産業を高所得産業とすることが必要であるが、

観光産業の労働生産性が他産業と比較して低い現状を踏まえれば、労働生産性向上に向けて取

り組むため、取り組むべき内容や産業構造を見える化することが必要であると提言しています。運

輸総合研究所では、この提言に基づいて、「地域観光産業の見える化に関する検討委員会」を立

ち上げ、地域観光産業の生産性向上に向けて取り組むべき内容などについて調査研究を行い、そ

の結果を今般とりまとめました。 

この手引きは、本調査研究の成果として、宿泊事業者の皆さんが、生産性向上をめざし取り組ま

れる際に現場で参考としていただけるよう作成したものです。内容としては、宿泊事業者が取り組

むべきポイントを見える化し、各項目について、具体的な内容を説明しています。そして、「生産性向

上に向けた段階（Stage）別アプローチ」では、ポイント毎に、自らの施設がどのステージにあるの

か、そして、ステージアップするためには、どのような取り組みをすることが必要であるのか、具体的

に提示しています。  

その他、宿泊施設周辺地域全体の価値を高めるために、宿泊事業に関連する地域の事業者の

方々にも、この手引きを参考にしていただくことで、自らの事業の生産性の向上、付加価値の向上

に貢献することができるものと考えております。 

多くの宿泊事業者の皆様、関連事業者の皆様に、この手引きの内容をご理解いただくことで、自

らの施設の現状の把握による的確な生産性向上の取組が実現することを期待しています。 
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１．生産性向上のための見える化全体像 

１．１．生産性向上に向けたポイント 
労働集約型の宿泊事業において、生産性の向上は喫緊の課題となっています。宿泊事業の生産

性を向上させるためには、①施設への投資、②業務改革及び人的資本の蓄積、③顧客がサービ

ス等に対して感じる価値及び経営者のプライシング能力の向上の面から取り組むことが重要で

す。それぞれの取組が求められる理由は以下のとおりです。 

 

① 施設への投資  ⇒P６～ 

施設は、顧客が体験する基盤となるもので、収益を生む重要な資産です。老朽化や運用

効率の低下が放置されると、収益性や競争力が損なわれてしまいます。このことから、施設

への適切な投資と運用の見直しを行い、施設が常に利益を生み出せる状態を維持するこ

とが求められます。 

 

② 業務改革及び人的資本の蓄積  ⇒P１２～ 

宿泊事業は労働集約型産業であり、従業員の業務の効率性が事業成否を左右する要

因の一つであると考えます。業務プロセスの最適化や従業員の適切な配置を行い、余力が

出た人的リソースを、更なる価値の創出が実現できる箇所へ人員配置を行うことなどによ

り、生産性を高め、安定したサービスを提供することが求められます。 

 

③ 顧客がサービス等に対して感じる価値及び経営者のプライシング能力の向上  ⇒P21～ 

顧客がサービス等に対して感じる価値及び経営者のプライシング能力の向上は収益拡

大に直結します。顧客ニーズを的確に捉えた価値提供が行われなければ、顧客がサービス

等に対して感じる価値が上がらず、結果的に収益が効率的に生み出されず、競合との差別

化も困難となります。サービスの質を高め、的確なプライシングを行い、付加価値を向上さ

せることが求められます。 

 

 

本手引きでは、上記①～③の項目ごとに、取り組むべき事（見える化の内容）と、見える化すべ

き事項（成果指標）について説明しています。 ①～③の全体像を、次頁にまとめています。 
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１．２．生産性向上に向けた段階（Stage）別アプローチ 
 

 ①施設への投資、②業務改革及び人的資本の蓄積、③顧客がサービス等に対して感じる価値

及び経営者のプライシング能力の向上における成果指標は、宿泊事業者により取り組み具合の

深度、質などのレベルが異なります。そこで、自施設の取り組み具合を、自ら理解し今後の取組

に活用していただくために、①～③の成果指標に対応する取り組み具合のレベルを 1～3 の

Stage（段階）に区分しました。生産性向上においては、現状自社がどの Stage に到達してい

るかを把握し、段階的に取り組みを進めていくことが、生産性向上のためには必須であると考え

ます。 

本調査を実施した宿泊施設の分布と想定される事業者分布数は以下の通りとなっており、大

多数の宿泊施設は、Stage１となっていると考えられます。本手引きを活用し、多くの事業者が、

Stage2、Stage３へのステップアップにつながることを期待しております。 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２：調査結果に基づく Stage 毎の事業者数分布状況 
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２．１．施設への投資 
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２．生産性向上に向けて取り組むべきこと 

２．１． 施設への投資 

２．１．１．取り組むべきこと 

●施設への投資とは 

  宿泊事業において、客室・浴場・レストラン・その他付帯レジャー設備等の施設は顧客に対する

価値提供の基盤となるものであり、付加価値向上のために不可欠なものです。そのため、継続的

に利益を生み出すことができるよう規模とタイミングを見極めながら、場当たり的な追加投資では

なく、より大きな利益を生み出す施設から優先順位をつけて投資を行うことが必要です。 

 

    ●取り組むべきこと 

施設への投資のためには、以下の a～e に取り組む必要があります。 

a.財務諸表(B/S・P/L・C/S)の作成・経営状況の把握 

b.B/S に基づいた投資計画の策定 

c.収益向上が見込める事業セグメントへの投資 

d.投資結果に対する振り返り 

e.時価ベースで B/S を作成することにより、投資計画を精緻化・高度化 

 

●具体的な取り組み内容 

＜a.財務諸表(B/S・P/L・C/S)の作成・経営状況の把握＞ 

  自社の経営状況を適切に把握します。具体的には、 損益計算書（P/L）や貸借対照表

（B/S）、キャッシュフロー計画表（C/S)などの各種財務諸表を整備し、適切なタイミング（毎月～

四半期毎）で振り返ることで自社の経営状況を把握します。特に、貸借対照表は、保有している資

産の価値が現時点でどの程度かを把握するために非常に重要です。 

 

＜b.B/S に基づいた投資計画の策定＞ 

追加投資することで、どの程度の利益を生み出しうるかを検討し、投資計画を作成します。 

  ※利益を生みだしうるかを検討する際には、以下の点を考慮します。 

１．投資目的の明確化 

２．投資コストと収益の試算 

      投資コスト：設備投資額（工事費、機器費、保守費等）、人件費、運営コスト、その他費用 

      収益：新規顧客獲得、単価上昇などによる売上増加分、効率化による人件費削減分など 

      ⇒投資によって得られる利益を試算 

   ３．投資採算性の評価 

     回収期間法、正味現在価値、内部収益率、投資収益率など財務指標を用いて評価 

     ４．リスク分析 

       感度分析などにより企業環境の変化をシミュレーションし、想定される最も悪い条件下でも、

事業採算性もしくは投資効果があるかを確認 
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＜c.収益向上が見込める事業セグメントへの投資であることの確認＞ 

収益が見込める事業セグメントへの投資であることを確認します（下図右上のセグメント）。追

加投資する金額規模に対し、生み出しうる利益が小さいもしくは限りなくゼロに近い場合、その施

設は投資対象とすべきではなく、むしろ不採算施設として処分を検討すべきと考えます。 

 

 

 

＜d.投資結果に対する振り返り＞ 

  投資の実行後には、その成果を振り返り、収益性や顧客がサービス等に対して感じる価値への

貢献度を分析して次回以降の計画に反映します。 

 

＜e.B/S を時価ベースで作成することで投資計画を精緻化・高度化【コラム１参照】＞ 

a～ｄのプロセスに加えて、資産を時価会計（資産を購入時の価格ではなく、現在の市場価値に

基づいて評価・計上する会計手法）を導入し投資計画を精緻化、高度化します。時価会計で作成

した B/S に基づいて投資計画の作成を行うことができれば、より正確な投資判断が可能となりま

す（b の投資計画に時価会計の結果を反映し、a～ｄのプロセスに取り組む）。 

 

  

図３：施設投資のフレーム（最優先で投資したいセグメントの確認） 
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【コラム１】時価会計のイメージ 

 
○時価会計の定義 

時価会計は、資産や負債を市場価値（時価）で計上する会計方法である。従来の簿価会計では、資
産は購入時の価格で計上され、時間が経過しても変化しないが、時価会計では市場価値が反映され
るため、資産や負債の時価が財務諸表に反映される。 

 
貸借対照表のイメージは以下の通り。  

時価会計をしていない場合は、資産は取得原価（購入時の価格）で計上され、市場価値の変動が反
映されない。そのため、資産の時価が上がったり下がったりしても、財務諸表には影響を与えない。 

※実際の会計管理においては、資産の減価償却を適切に実施することに留意する。 
・ 時価会計を行った場合のイメージ 

・ 時価会計を行わなかった場合のイメージ 

 
 

○時価会計をしないリスク 
1. 市場の変動を反映できない 
2. 資産評価の遅れによる経営判断の誤り 

例えば、ホテルの資産価値が市場の需要低下や競争の激化によって下落している場合、時価会
計をしていなければその変動が反映されない。経営者や投資家は実際の財務状態を誤解し、適切
な経営判断ができなくなる恐れがある。 

3. 債務超過のリスクの見落とし 
時価会計を行わない場合、資産価値の低下が無視され、負債が上回っている状態に気づくこと

が遅れる可能性がある。例えば、資産が取得原価で 50 億円のままで、実際には市場価値が 25
億円になっている場合でも、財務諸表では債務超過のリスクが反映されない。これにより、財務危
機に直面しても早期に対処できない。 

4. 不透明な経営状況 
5. 財務リスクが顕在化しづらい 

 
○時価会計で使用する市場価値の更新方法 

1. 市場データを基にした更新（市場価格の調査、証券市場価格の更新など） 
2. 評価機関による再評価 
３． 収益還元法 

 

 

図４：時価会計をした場合、しない場合の貸借対照表のイメージ 
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２．１．２．段階別(Stage)アプローチ 

施設への投資を向上させるための取り組み内容については、以下のとおりです。 

 
 

 

＜Stage1＞ 

Stage1 において取り組むべき内容は、各財務関連帳票*の作成及びそれらの施設/事業毎の黒字・

赤字の状況の把握です。多くの事業者では、会計事務所に帳票の作成を一任しており、売上や粗利と

いった粒度でしか自社の状況を把握できていない状況であると考えられます。また、人手不足等の理由

で会計処理に一定の時間を要するなど、月次での状況把握が出来ていないケースが散見されます。施

設/事業毎の黒字・赤字の状況を正確に把握するには、企業規模に関わらず各財務関連帳票を作成す

ることが必須と考えます。加えて、各財務関連帳票を作成するだけではなく、各勘定科目の内訳を月次

で把握することが重要です。 
*1 各財務関連帳票とは、P/L、B/S、売上計画書、キャッシュフロー計算書。 

 

＜Stage2＞ 

Stage2 において取り組むべき内容は、B/S に基づいた投資計画の策定と投資結果に対する振り 

返りです。施設の運営により利益を生み出す宿泊事業者となるためには、Stage1 で把握した自社の

財務状況と施設の資産状況に基づいて、投資計画を策定することが必須の取組となります。 

 そして、策定した投資計画に基づく投資によって得られた投資結果の振り返りと、投資結果に基づく次

期計画の見直し、の一連のプロセスをセットで行う必要があります。振り返りのプロセスにおいては、計

画に基づいて実際に投資を行った後、その投資が計画どおりの収益を生んでいるか、計画どおりの収

益が生まれてない場合、原因（想定以上の費用がかかり費用回収に時間を要する、想定よりも客足が

伸びない、など）を究明するとともに、投資計画の見直しや計画策定プロセスの見直しを行います。な

図５：①施設への投資における取り組み Stage 詳細 
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お、投資計画の中に、大規模修繕などにより既存サービス提供に影響が生じる事柄が含まれる場合

は、影響が生じる期間と減収リスクも併せて考慮することに留意が必要です。 

 

＜Stage3＞ 
Stage3 では、Stage2 で実施した、投資計画の策定、投資結果に対する振り返り、次期投資計画

の見直しの一連のプロセスを実施する際、施設を時価会計で評価した B/S を基に投資計画策定に取

り組みます。 
  B/S における資産計上方法（資産評価方法）には、簿価会計と時価会計の大きく 2 パターンが存在

します。簿価会計とは資産購入時点の金額を資産価値として計上し続ける方法です。例えば、100 万

円の設備投資を行った場合、その設備が稼働する限り毎年 100 万円の資産価値を計上します。一方、

時価会計とは資産購入時点の金額から売り上げに対応する法定耐用年数に応じて減価償却を行い、

減価償却後の価格をその年度における資産価値として計上します。【コラム１参照】 
  このように、時価会計で B/S を作成することで保有資産の現時点の価値を正確に把握することがで

き、より精緻な投資計画の策定および投資実行が可能になります。 

 また、Stage2 での取り組みと同様に投資実行後は継続的に振り返りを実施し、その投資が計画ど

おりの収益を生んでいるかを確認します。もし計画どおりの収益が生まれていない場合、原因（想定以

上の費用がかかり費用回収に時間を要する、想定よりも客足が伸びない、など）を究明するとともに、

投資計画の見直しや計画策定プロセスの見直しを行います。 
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２．２．業務改革及び人的資本の蓄積 
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２．２． 業務改革及び人的資本の蓄積 

２．２．１．取り組むべきこと 

●業務改革及び人的資本の蓄積とは 

業務改革及び人的資本の蓄積とは、宿泊事業において従業員が効率的かつ効果的に業務を

遂行し、最大限の成果を引き出すか、ということを意味します。 

労働集約型の宿泊産業において、生産性向上を実現するためには、「業務基盤の整備」を基礎

として従業員のエンゲージメントを強化し、その上で「従業員シフト管理」と「原価管理」を効果的

に運用することが必要です。 

 

業務改革及び人的資本の蓄積において、取り組むべきこととして、以下が挙げられます。 

 

（１）「業務基盤の整備」： 

人事規程等の各種規程、基本的な労務管理制度の整備や、PMS・サイトコントローラー・

会計システム等の基本的なシステム活用を行うことが求められます。 

 

（２）「従業員シフト管理」： 

業務の品質、サービスレベルを保ちながら適切な人員配置を実現することが求められま

す。 

 

（３）「原価管理」： 

顧客満足度を損なわない範囲で、コストの最適化を図ることが求められます。 

 

更に「業務基盤の整備」、「従業員シフト管理」、「原価管理」に共通するものは、QSC（Quality

質・Service サービス・Cleanliness 清潔さ）や CS（Customer Satisfaction 顧客満足度）の

視点です。QSC や顧客満足度を最上位の概念とし、これらを損なわないよう十分留意しつつ、業

務の要・不要を見極め、無駄を省きながら効果的な運営を行うことが重要です。 

 

（１） 業務基盤の整備 

「業務基盤の整備」において、取り組むべきことは、以下の a～ｃになります。 

a. 各種規程・労務関連の従業員制度の拡充 

b. 財務・管理会計、人事労務などのバックオフィス基盤の導入と活用 

c. 予約・在庫管理、CRM などのフロント業務基盤の導入と活用 

上記 a～ｃの整備を実施することで、エンゲージメントの向上につながります。 

      

●具体的な取り組み内容 

業務基盤の整備は、生産性向上の基礎を形成する不可欠な要素です。財務・管理会計、人事

労務、予約管理といったバックオフィスのシステムを導入し、それらを適切に活用することで業務

効率を向上させることができます。さらに、従業員の一人当たりの生産性や業務範囲を可視化す

ることで、改善の方向性が明確になります。この基盤は、従業員シフト管理や原価管理といった実

践的な取り組みを支える要となり、従業員のエンゲージメントの強化の基礎となります。 
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（２） 従業員シフト管理 

 「従業員シフト管理」において、取り組むべきことは、以下の a～ｄになります。 

          

a. 予約予測に基づく求められる品質における業務総量*1 の可視化 

b. 求められる品質における従業員ごとの業務総量*2 の可視化 

c. 予約予測に対するシフト作成 

d. 予約の変動に応じた緊急対応 

上記 a～ｄにより、 QSC/CS を指標化（顧客アンケート等による満足度の可視化）すること

で、顧客満足度の向上と円滑な業務遂行を同時に達成することができます。 
 

*1：自施設の目指す顧客満足度を達成するために必要な 1 日当たりの業務の総量（予約数に

よって変動） 
*2：自施設の目指す顧客満足度を達成するための従業員ごとの業務レベル(質×スピード)を考

慮した対応可能な業務の総量 

 

参考事例）予約予測に基づく求められる品質における業務総量の可視化 

（※業務量の棚卸、標準シフトの設定等） 

    〇施設名：湯田中温泉の宿 あぶらや燈千 

・中抜け勤務と残業の削減 ⇒業務量の棚卸 

       ・フロント係および仲居係のシフト編成の改善 ⇒標準シフトの設定、急なシフト変更対応 

     出所：観光庁 ホテル旅館”カイゼン”で人手不足解消！宿泊業の生産性向上事例集 

http://www.shukuhaku-kaizen.com/shift/ 

 

観光庁「宿泊業の生産性向上事例集より運輸総合研究所作成 
図４：マルチタスク化やシフト編成の合理化の事例 

http://www.shukuhaku-kaizen.com/shift/
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  参考事例） 求められる品質における従業員ごとの業務総量を可視化した事例 

〇施設名：ほほえみの宿 滝の湯 

・人時生産性向上に向けた諸活動の推進 ⇒適正人員配置の明確化 

  

    〇施設名：蓮台寺温泉 大地の彩 花月亭 

       ・ベンチマーキングによるスキルマップの見直し ⇒従業員の業務レベルの可視化 

      

     出所：観光庁 ホテル旅館”カイゼン”で人手不足解消！宿泊業の生産性向上事例集 

           http://www.shukuhaku-kaizen.com/productivity/ 

 

    

 

 

 

 

http://www.shukuhaku-kaizen.com/productivity/
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●具体的な取り組み内容 

＜a.予約予測に基づく求められる品質における業務総量の可視化＞ 

従業員シフト管理では、顧客満足度に基づいて不要な業務を削減する（チェックイン時の施設

案内を紙での配布から館内掲示に切り替える等）とともに、業務遂行において過不足のない適切

なシフト管理が求められます。 

シフト作成に当たり、まずは予約予測に基づき、求められる品質を担保しながら業務を円滑に

行う上で必要となる業務の総量を可視化する必要があります。客室清掃を例にとると、予約予測

が 10 組の日は 10 部屋、100 組の日は 100 部屋の清掃が必要であり、日ごとに清掃部屋数

（業務総量）が異なります。 

加えて、その業務に何時間かけることができるかを算出します。客室清掃の場合、10 時チェッ

クアウト・15 時チェックインとすると、作業可能な時間は最大で 5 時間（300 分）となります。 

 

＜b.求められる品質における従業員ごとの業務総量の可視化＞ 

従業員の業務遂行能力は一律ではないため、適切な人員配置をするためには、従業員ごとの

対応可能な業務の総量を算定し可視化することも重要です。a.同様に客室清掃を例に取ると、マ

ニュアルで定められた品質（質）の清掃を、ベテラン従業員は一部屋当たり平均 5 分、一般従業

員は一部屋当たり平均 10 分、新人従業員は一部屋当たり平均 20 分で完了する場合、同じ時

間当たりのベテラン従業員の業務総量は一般従業員の 2 倍、新人従業員の 4 倍となります。 

 

＜c.予約予測に対するシフト作成＞ 

予約予測に基づく業務総量に対し、従業員ごとの業務総量を考慮して柔軟なシフト作成を行

います。a.b.で予約予測に基づく業務総量と従業員ごとの業務総量が可視化された状態になる

と、1 日の業務においてどのレベルの従業員が何人いれば業務を円滑に遂行することができるか

が明らかになり、最適なシフトを組むことが可能となります。 

例えば、10 組しか予約がない日は、どのレベルの従業員でも 1 名のみで制限時間内（300

分）に作業完了可能であり、複数名でシフトを組むと手持無沙汰な従業員が発生し、無駄が生じ

ます。一方、100 組予約がある日はベテラン従業員でも 1 名のみだと制限時間内（300 分）で

の作業完了は困難なため、ベテラン従業員・一般従業員・新人従業員を各 1 名の 3 名体制や、

一般従業員 3 名+新人従業員 1 名の 4 名体制などのシフト作成が必要となります。 

このように、業務総量に対してどのレベルの従業員を何名配置すると最も効率がよいかを考え

ながら、シフト作成を行うことが重要となります。 

 

＜d.予約の変動に応じた緊急対応＞ 

予約数は直前であっても変動しうる（直前での追加予約や突然のキャンセル等）ため、急な宿

泊客の増加があってもサービスレベルを維持できるよう、迅速に対応する仕組み（緊急対応マニュ

アルやシフト調整のルール等）を整える必要があります。 
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（３） 原価管理 

「原価管理」において、取り組むべきことは、以下の a～ｃになります。 

a. 原価の再設計 

b. 予約予測に対する発注量の可視化 

c. 予約予測に対する適正な発注 

上記 a～ｃにより、QSC/CS を指標化（顧客アンケート等による満足度の可視化）することで、 

顧客満足度と利益率の向上を両立して実現することができます。 

 

●具体的な取り組み内容 

   ＜a.原価の再設計＞ 

顧客満足度を基軸として、提供するメニューやサービスの必要性を見極め、必要に応じて材料やメ

ニューを見直し、原価を最適化（無駄をなくし、収益を最大化）するために、原価を再設計することで

す。例えば、食べ残しが多い/不人気のメニューを削る、別のメニューで代替する等が挙げられます。ま

た、市場価格の変動幅が大きい食材を変動幅の小さい類似食材に切り替える等で原価の変動を低減

します。 

 

＜b.予約予測に対する発注量の可視化＞＜c.予約予測に対する適正な発注＞ 

予約予測に基づいた適正な発注量を計算し、無駄なコストを削減することで収益性を向上させま

す。 

 

 
  図６：業務改革及び人的資本の蓄積における取り組むべきことと見える化すべき事項（成果指標） 
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以上のように、業務基盤を整備し、生産性向上の基礎を構築した上で従業員シフト管理と原価管

理を効果的に運用することが、生産性向上を実現する鍵となります。これら 3 つの要素が連動する

ことで、宿泊施設全体の運営効率と収益性の向上が可能となり、企業全体の成長へとつながりま

す。上記内容の全体像と見える化すべき事項（成果指標）は、図６の通りです。 

 

 

 

２．２．２．段階別(Stage)アプローチ 
業務改革及び人的資本の蓄積を向上させるための取り組み内容については、以下のとおりです。 

 
 

 

＜Stage1＞ 
Stage1 では、事業を運営するうえで必要最低限の業務基盤を整備することが主な目的になります。こ

の段階では、事業に必要な各種規程（就業規則、労務・人事制度、会計・財務関連など）を整備し、工数・

費用をベースに従業員管理（労務・人事・パフォーマンスの管理）を実施し、売上に対する原価を把握する

仕組みを構築します。 
  Stage１は、従業員のモチベーションや顧客満足度（CS）を高める仕組みが不足しており、業務効率化

の取り組みが限定的もしくは取り組みがなされていない状態です。このような状態では、従業員のスキル

を考慮した配置や業務の柔軟性の確保は進まず、作業において属人化が進む傾向にあります。 
  上記のような状況では、顧客満足度に基づいて不要な業務を削減するための体制が不十分となり、業

務全体が非効率的になります。このような課題を解消するためには、まずは、最低限の業務基盤の整備を

行うことが必要です。 

 

図７：②業務改革及び人的資本の蓄積における取り組み
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＜Stage2＞ 
Stage2 では、Stage1 で整備した業務基盤をもとに、部門別で、より高度な生産性向上を目指す

段階です。この段階では、従業員エンゲージメントの向上が重要なテーマとなるため、従業員に向き合

い取り組みを進めることでエンゲージメントの向上を目指します。 
具体的には、経営者と従業員の１対１等の定期的な対話を増やすことや、従業員の慣習依存体質で

ある「前例踏襲型の意識」から変化を受け入れられる「チャレンジ型への意識」への変革を図りながら、

従業員シフト管理と原価管理を行い、顧客満足度向上を図るべく、業務の最適化を推進します。 

従業員シフト管理では、QSC や CS の観点で不要な業務を削減するとともに、予約予測に基づいた

適切な人員配置を実現するなど、適切な業務プロセスの整備が求められます。 

業務プロセスにおけるムダを削減する取り組みとして、フロント業務の効率化（セルフチェックイン・チ

ェックアウトの導入、PMS の見直し・OTA との連携強化など予約管理の最適化等）、客室清掃・設備

管理の効率化（清掃スケジュール管理の自動化、掃除ロボット導入、スマートルームキー導入等）、人

事・労務管理の最適化（シフト管理の自動化、スタッフ教育）が挙げられます。また、部門別に DX（デジ

タルトランスフォーメーション）が進められ、システムやツールを活用した業務の最適化を実現します。 

原価の見直しに関しては、顧客満足度を基軸とした、提供するメニューやサービスの必要性を見極

め、固定費と変動費を的確に管理することにより、業務の最適化を実現します。 

 

＜Stage3＞ 
Stage3 は、Stage2 での取り組みを部門別から全社規模で深化させ、持続可能な形で進化させる

段階です。この段階では、顧客満足度（CS）を最大化することを目的に、業務の効率性を Stage２より

も追求します。さらに、部門横断的な取り組みが進み、DX の活用も組織全体で展開することを想定し

ています。特に重要なのは、従業員一人ひとりが業務改善への主体的な関与を高め、組織全体で生産

性向上の意識を共有することです。従業員のエンゲージメントが高い状態を維持することで、組織の柔

軟性や変化への対応力が向上し、新たな課題や市場のニーズに迅速に応えることが可能となります。

なお、エンゲージメント向上に向けて、エンゲージメントサーベイ【コラム２】を定期的に実施することも

有用です。 
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【コラム２】従業員エンゲージメントサーベイ 

従業員エンゲージメントサーベイとは、組織改善や生産性向上を目的として、従業員の仕事満足度 

や組織への関与度を数値化して測定する調査である。 

   宿泊業界におけるエンゲージメントは①経営陣への信頼、②社内コミュニケーション、③業務改革 

基盤、④報酬・インセンティブの 4 つの変数で表現される。 

業務改革が推進するパターンとしては、①～④のすべての指標が高いレベルの万能型、②～④ 

が高いレベルの戦略後発型、①・④のみが高い大手資本型の 3 類型に大別される。特に先進的な 

事例ではリーダー陣のスコアが高く、平均で 8.0 を超えるレベルの事業者も存在する。一般的な事業 

者においては平均スコアが 3.0-4.0 となっており、それらの事業者は Stage1 で留まっている。 

デジタル技術を用いた業務改革においても、目的ではなく手段としてデジタル活用ができており、 

DX（デジタルトランスフォーメーション）が実現できている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図８：エンゲージメントサーベイによる業務改革力の可視化 

図９：エンゲージメントサーベイの概要 
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２．３．顧客がサービス等に対して感じる価値

及び経営者のプライシング能力の向上 
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２．３． 顧客がサービス等に対して感じる価値及び経営者のプライシング能力の向上 

２．３．１．取り組むべきこと 

●顧客がサービス等に対して感じる価値及び経営者のプライシング能力の向上とは 

宿泊事業などの観光産業では、他の産業と比較し、雰囲気・ブランド・顧客の知的満足を充足する

説明等の「ソフト面の価値」が重要であり、この価値に相応する的確なプライシングが生産性向上の

鍵となります。 

宿泊事業の生産性向上のためには、「顧客がサービス等に対して感じる価値及び経営者のプライ

シング能力の向上」が、他の産業の場合よりも重点ポイントであり、そのことを認識して取り組むこと

が肝要です。 

特に、この顧客がサービス等に対して感じる価値及び経営者のプライシング能力の向上では、プラ

イシングを前提とする顧客満足度の評価が極めて重要な取り組みですので、顧客が感じる価値に相

応するプライシングかどうかの検証を、口コミや自らが行うアンケートだけではなく、客観的な第三者

の評価として、ターゲットとするマーケットに精通したコンサルティング会社など外部の専門家などに

よる調査等の活用が重要です。 

顧客がサービス等に対して感じる価値及び経営者のプライシング能力の向上においては、ターゲ

ットとなる顧客に対して、自施設や提供するサービスなどのコンテンツを磨き込み、自施設のブランド

力（自施設及び提供するサービスなどにおける、地域の伝統・文化・歴史・場の雰囲気等も背景とす

る、自施設ならではの顧客の知的満足も含めた顧客満足への訴求力）を高めることが重要です。ま

た、観光産業特有のシーズナリティなども踏まえた需給に応じて、ブランドに相応する「自律的なプラ

イシング」および「プロモーション」を行う一連の取り組みの成果として、顧客の体験価値を向上させ

ることが求められます。 

 

図１０：高付加価値化（コンテンツの磨き込み）による客室単価引き上げの取組事例 
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●取り組むべきこと 

顧客がサービス等に対して感じる価値及び経営者のプライシング能力の向上において、取り組む

べきことは、以下の a～f になります。 
a.地域の中長期ビジョンを勘案した自施設の計画・ブランディング等ソフト面の価値向上の計画

等作成 

b.ターゲットセグメントの特定 

c-1.ターゲットに対するコンテンツの磨きこみによる顧客がサービス等に対して感じる価値創出 

c-2.ターゲットに対するブランド力の磨き込みによる顧客価値創出 

d.場の雰囲気・的確な説明・ブランド力・地域価値などの顧客価値や需給に基づく自律的なプラ

イシング  

e.ターゲット特性に応じたプロモーション 

⇒a～e の取組に対して顧客満足度の評価（外部専門家による調査等の活用） 

 ＋ 

f.既存顧客のロイヤル化に向けた常連管理・顧客満足度の更なる向上 

 

●具体的な取り組み内容 

＜a.地域の中長期ビジョンを勘案した自施設の計画・ブランディング等ソフト面の価値向上の計画等

作成＞、＜b.ターゲットセグメントの特定＞、＜c.ターゲットに対するコンテンツ/ブランド力の磨きこみに

よる顧客価値創出＞ 

まずは、地域の中長期ビジョンを踏まえた自施設の中長期視点を加味した事業計画を作成しま

す。ターゲットとなる顧客セグメントのニーズをマーケット調査なども十分に踏まえて把握した上で、そ

のターゲットのニーズに合わせてコンテンツを磨き込み、ブランド力を高めることです。この際のコンテ

ンツには自施設のハード面やサービスの内容や質のみならず、地域の伝統・文化・歴史・場の雰囲気

等も背景とする顧客の知的満足等への訴求力が重要であり、サービスにおいてはこの顧客の知的

満足度を充足する的確な説明などが重要であることを認識することが必要です。 

 

図１１：高付加価値化（顧客の知的満足）によるプロモーションの取組事例 
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＜ｄ.場の雰囲気・的確な説明・ブランド力・地域価値などの顧客価値や需給に基づく自律的なプライ

シング＞、＜e.ターゲット特性に応じたプロモーション＞ 

 

次に、自施設のブランド力に相応するプライシングを、自らの評価だけによるのではなく第三者の

評価者(ターゲットとするマーケットに精通したコンサルなど)による見極めを踏まえて、客観的、かつ

的確に行うことです。プライシングでは、宿泊事業者の特徴的で重要な点である、シーズナリティを踏

まえた需要と供給のバランスを考慮したブッキングカーブに基づいた価格設定が求められます。 

特に、この顧客がサービス等に対して感じる価値及び経営者のプライシング能力の向上では、プラ

イシングを前提とする顧客満足度の評価が極めて重要な取り組みですので、顧客が感じる価値に相

応するプライシングかどうかの検証を、口コミや自らが行うアンケートだけではなく、客観的な第三者

の評価として、ターゲットとするマーケットに精通したコンサルティング会社など外部の専門家などに

よる調査等の活用が重要です。 

 

    ＜f.既存顧客のロイヤル化に向けた常連管理・顧客満足度の更なる向上＞ 

さらに、これらの一連の活動のサイクルを継続的に実施し、自施設のファンとなるリピート顧客に向

き合い常連管理を行うことで更なる満足度向上の循環を生み出すことが非常に重要となります。 

    

 

   a～ｆの取り組みの全体像と見える化すべき事項（成果指標）は以下の図のとおりになります。 

 

 
 

 

 

 

図１２：③顧客がサービス等に対して感じる価値及び経営者のプライシング能力の 

向上における取り組み詳細と見える化すべき事項（成果指標） 
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参考事例）ターゲッティングやプロモーションの取組事例 

  ○施設名：グリーンホテル Yes 近江八幡 ⇒ターゲッティング、プロモーション 

     ・ターゲットとポジショニング変更による客数・客単価 UP 

    

 

 ○施設名：あぶらや燈千 ⇒プロモーション 

    ・自社の魅力発信の見直しとルーフトップバー（屋上テラス）のアピールによる集客改善 

    

     出所：観光庁 ホテル旅館”カイゼン”で人手不足解消！宿泊業の生産性向上事例集 

          http://www.shukuhaku-kaizen.com/marketing/ 

 

http://www.shukuhaku-kaizen.com/marketing/
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２．３．２．段階別（Stage）アプローチ 

 
 

 

 

＜Stage1＞ 
Stage1 では、宿泊事業において顧客がサービス等に対して感じる価値を測る上で必須となる各種顧

客関連指標*1 を取得し時系列の変化を追跡できる状態を整備します。各種顧客関連指標は、収益性や顧

客満足度を直接的に反映するものであり、改善施策を講じるための出発点となります。 

また、ターゲット顧客を明確に定義し、そのニーズや特性を把握することが不可欠です。例えば、ファミリ

ー、年代、富裕層といった顧客属性、観光、ビジネスといった目的に応じて期待されるサービス内容や価格

設定が異なるため、それぞれに向き合った事業運営が求められます。ターゲット顧客を明確にすることで、

プロモーションやサービスの設計がより具体的なものとなっていきます。顧客に向き合ったコンテンツの磨

き込みやプライシング、プロモーションなどの一連の取り組みが実施できていないと、各指標を高水準で

維持する、持続性・再現性を持たせることが難しくなります。 

  そのためにもまずは Stage1 として各種指標を取得し、次の Stage に進むための基盤を整えることが

重要です。 

 

 *1 各種顧客関連指標とは、リピート率、客室稼働率（OCC）、平均客室単価（ADR）、RevPAR（ADR×

OCC）、自社動線比率（自社 HP や電話など自社で保有する予約経路の比率）です。 

 

＜Stage2＞ 
Stage2 では、顧客がサービス等に対して感じる価値向上に向けた一連の施策の実施とその振り返り

が主な取り組み内容となります。Stage2～3 に明確な取り組み内容の差分は無く、取り組み内容の濃淡

図１３：顧客がサービス等に対して感じる価値及び 

経営者のプライシング能力の向上における取り組み Stage 詳細 
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及びそれによる結果指標の向上幅によって段階的に区分されます。以下に、顧客がサービス等に対して感

じる価値向上に向けた一連の取り組みについて解説します。 

まずは、地域や自施設の特徴を踏まえた中長期的な顧客視点での計画・コンセプト作成を行います。こ

の段階においては自施設のターゲットとなる顧客を特定することが重要です。 

次に、ターゲットに対するコンテンツの磨き込み、プライシング、プロモーションを断続的に行います。これ

らを顧客満足度の視点で客観的に評価（外部の専門機関など第三者を適切に使用する）することが重

要です。ここまでの取り組みを実施することで既存顧客の満足度が向上し、リピート顧客に対する常連管

理を行うことで更なるロイヤル顧客化が促進されます。特に宿泊事業においてはプライシングが重要で

す。従来の原価積み上げによる価格設定だけではなく、ブッキングカーブによる需給のバランスを考慮した

柔軟なプライシングや自施設及び地域の伝統・文化・歴史・場の雰囲気等も背景とする顧客の知的満足

等への訴求力などを踏まえて顧客の体験価値を総合的に組み込んだ自律的なプライシングが重要です。 

ターゲット顧客に合わせたコンテンツの開発の取り組み内容としては、例えば、ファミリー層向けには子

ども連れでも快適に過ごせる施設やサービス・イベント企画などを行い、ビジネス客には利便性の高いワ

ークスペースの提供・高速 Wi-fi の整備などターゲットとなる顧客体験に焦点を当てることが重要となり

ます。また、プロモーションにおいても SNS やウェブ広告を活用したキャンペーンや、口コミを促進する仕

組みの導入など、ターゲットにあわせて使い分けを行うことが重要です。 

 

＜Stage3＞ 
Stage3 では、これらの取り組みが継続的に実施できており、一連の活動の結果、各種指標が高いレ

ベルで向上し、これらを顧客管理データとして蓄積、リピート顧客に対する常連管理施策が実施できてい

る状態です。常連顧客向けの取り組み例としては、メンバーズプログラムや特典の提供、個別対応の強化

などが挙げられます。これにより、自社導線からの予約を拡大し、集客導線を他者に依存しない強固な顧

客基盤を構築できます。 

 

 

２．４．まとめ 
 

本章では①～③の各領域における Stage の定義と取り組むべきことを解説しました。それぞれの領域

において、まずは自施設の現状を正確に把握し、Stage3 を一足飛びに目指すのではなく、着実に 1 段

ずつ取り組みを進めていくことが肝要です。 

  また、宿泊産業の生産性向上のためには、本手引きに基づいた個社での取り組みに加え、地域の

DMO との連携や DMO による支援を得て、地域の観光地としての魅力を高めることで、さらなる効果が

期待できます。 

  次章では、これらの各領域において高いレベルで推進している事業者を例に、具体的な取り組み内容

について解説します。 
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３．宿泊施設における具体的な事例 
 

３．１．施設（A ホテル）の概要 
宿泊施設の他、遊園地・美術館・スキー場なども運営する複合型リゾートホテル。積極的な設備投資

や幅広い世代の誘客強化を行っている。（客室数：73 室、年間宿泊客数：約 10 万人、平均客単価：

1.5-2.5 万） 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１４：A ホテルの全体商流 
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３．２．生産性向上のための取組状況 

3.2.1.概要  

 
A ホテルの特徴として、年間売上のうち約 24%が関連する事業者への支出に充てられており、地域

経済への寄与が顕著である点が挙げられる。また、自社導線比率を高めることで OTA 経由の予約で

発生する OTA 手数料を売上比 7%に留め、域外への収益流出を最小限に抑えている。同ホテルでは

社員寮・託児所を整備し域外からの移住者雇用も積極的に行っており、これが域内での付加価値循

環を支える重要な要素となっている。こうした取り組みは、地域とホテル双方の持続可能な発展に大き

く貢献している。 

また、A ホテルは宿泊業界において顕著な成果を上げている先進事例であり、①施設への投資、②

業務改革及び人的資本の蓄積、③顧客がサービス等に対して感じる価値及び経営者のプライシング

能力の向上のすべての取り組みにおいて Stage3 の状態にある。以下では、各取り組みの特徴を具

体的に解説する。 
 

3.2.２．施設への投資：精緻な投資判断と成果の継続的評価 
A ホテルは、資産価値を正確に把握するために時価会計を導入し、B/S に基づいて精緻な投資計

画を策定している。このアプローチにより、投資対象の選別を的確に行い、投資効果を最大化している。

たとえば、地域の価値向上を考慮しながら新館建設に数十億円を投資した結果、売上や純利益の増

加を実現している。 

さらに、投資実行後は、その成果を定期的に振り返り、収益が計画通りに達成されているかを確認す

るプロセスを確立している。過去の投資結果から得たデータを活用することで、次の投資計画の精度を

向上させる循環型の仕組みを構築している。これにより、資産の効率的運用と高収益の維持を実現し

ている点が特筆すべきポイントである。 
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３．２．３．業務改革及び人的資本の蓄積：人的資本経営と全社的な業務改革の推進 
A ホテルは、人的資本経営を中核に据えた組織運営を行っており、従業員のエンゲージメント向上に

注力している。エンゲージメントサーベイを 10 年以上前から導入し、その結果を基に従業員一人ひとり

のモチベーションや働きがいを向上させる施策を実施している。具体的には、若手からベテランまでが

働きやすい環境を整備し、職務定義書の作成を通じて業務の標準化と効率化を進めている。 

さらに、部門横断的な業務改革を推進することで、全社的な効率向上を実現している。たとえば、DX

（デジタルトランスフォーメーション）の一環として、予約管理システムやバックオフィスツールを導入し、

それらの効果を定期的に検証している。このような取り組みにより、業務プロセスの透明化と持続的な

改善を可能にしている。 

 

３．２．４．顧客がサービス等に対して感じる価値及び経営者のプライシング能力の向上：デー

タ活用による収益最適化と顧客満足の向上 
A ホテルは、顧客がサービス等に対して感じる価値向上に向けた施策を継続的に進化させている。

過去の稼働率や地域の競合他社のデータ、顧客満足度調査の結果を基に、ターゲット顧客を 10 セグ

メントに分類し、各セグメントに最適な価格設定やプロモーションを実施し、高い顧客満足度を維持して

いる。 

具体的な成果として、リピート率が 10 年間で 17%から 30%に向上しており、自社導線比率も

50%を超える高水準を記録している。また、平均客室単価は 12,100 円から 15,600 円に増加して

おり、ターゲットセグメントに応じたブランディングやプロモーション戦略が効果を発揮していることが分

かる。 

さらに、自社会員制度を導入し常連顧客向けの特典（付帯レジャー施設無料利用券配布や利用金

額に応じた優待クーポン発行等）を強化することで、ロイヤルカスタマーの育成にも成功している。この

ような取り組みによって、顧客満足度の向上と収益性の強化を両立している点が、A ホテルの際立った

特徴である。 

 

３．２．５．地域との連携 
A ホテルでは、森林の整備や廃屋の撤去等、周辺の景観維持について、財産区と地域のビジョンを

共有しつつ、連携しながら取り組んでいる。 

また、地域のスキーやスノーボードの競技経験者を業務委託の形で雇用し、コンテンツ提供やガイド

として活躍してもらうほか、彼らのライフスタイルを発信することで、顧客がサービス等に対して感じる価

値の向上に貢献している。 

更に、地域 DMO と協力し、ふるさと納税等を活用した観光事業者と生産事業者のマッチングを推

進するとともに、DMO 内に地域商社を設立する計画も進めており、地域の観光価値向上に努めてい

る。 

 

３．３．まとめ 
A ホテルは、資産運用の効率化、人的資本経営、そしてデータ活用に基づく顧客がサービス等に対

して感じる価値向上を包括的に実践している。これにより、①施設への投資、②業務改革及び人的資

本の蓄積、③顧客がサービス等に対して感じる価値及び経営者のプライシング能力の向上のすべての

分野で Stage3 の状況にある。A ホテルの事例は、戦略的な投資、従業員の活性化、そして顧客満足

度の追求が収益の持続的向上に寄与することを示している。 


